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公募型プロポーザル実施公募型プロポーザル実施公募型プロポーザル実施公募型プロポーザル実施要領要領要領要領     １ 目的 地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号。以下「法」という。）第３５条の規定に基づき、公立大学法人奈良県立医科大学（以下「法人」という。）の令和６年度における財務諸表、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書についての監査を行う会計監査人を選任するため、公募により企画提案を募集し、その内容を審査して最優秀提案者を選定する手続き（以下「公募型プロポーザル方式」という。）を実施する。  ２ 業務名   公立大学法人奈良県立医科大学の令和６年度会計監査人業務  ３ 任期 知事が選任した日から令和６年度の財務諸表承認日までとする。ただし、今回の公募型プロポーザル方式で選任した会計監査人（以下「当該監査法人」という。）は原則として３年間継続することとし、令和７年度及び令和８年度においては、会計監査人としての適格性を欠くに至った場合や辞退する場合を除き、当該監査法人の意向及び当該年度の前年度の監査業務実績等についてのヒアリングの実施をもって、当該年度の会計監査人として選任する。この場合の任期は、各年度の財務諸表承認日までとする。  ４ 参考価格 １事業年度あたり１２，３２０，０００円（税込み）         １１, ２００, ０００円（税抜き）         ※上記は諸経費を含んだ総額 上記金額については法人の令和６年度における予算額であり、実際の契約金額は法人との間で具体的条件を定めたうえで確定し、法人との間で契約を締結するものとする。  ５ 公募型プロポーザル方式に参加する者に必要な資格   次のいずれにも該当すること。 (1) 法第３７条に定める資格を有する公認会計士又は監査法人であり、公認会計士法（昭和２３年法律第１０３号）その他諸法令における欠格事項に該当する者でないこと。 (2) 医学部及び附属病院を有する国立大学法人又は公立大学法人の会計監査を実施した実績があること。 (3) 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申し立て中、又は再生手続中でないこと。 (4) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申し立て中、又は更生手続中でないこと。 (5) 物品購入等に係る競争入札の参加資格等に関する規程（平成７年１２月奈良県告示第４２５号）又は建設工事等に係る競争入札の参加資格等に関する規程（平成８年１２月奈良県告示第４２７号）による競争入札参加資格者名簿に登載されている者であること。 



(6) 奈良県物品購入等の契約に係る入札参加停止措置要領又は奈良県建設工事等請負契約に係る入札参加停止措置要領による入札参加停止の措置期間中でない者であること。 (7) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 (8) 役員等（法人にあっては役員（非常勤の者を含む。）、支配人及び支店又は営業所（常時契約に関する業務を行う事業所をいう。以下同じ。）の代表者を、個人にあってはその者、支配人及び支店又は営業所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）でないこと。 (9) 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していないこと。 (10)役員等が、その属する法人、自己もしくは第三者の不正な利益を図る目的で、又は第三者に損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用していないこと。 (11)役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力、又は関与していないこと。 (12)役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していないこと。  ６ 参加申込書の提出 (1) 公募型プロポーザル方式に参加しようとする者は、ア～オに定めるところにより、参加申込書を提出しなければならない。 ア 提出書類 参加申込書（様式１～３） イ 提出部数 １部 ウ 提出期限 令和６年８月５日（月）午後５時００分（必着） エ 提出場所 11のとおり オ 提出方法 持参又は郵送（書留郵便に限る。） (2)提出された参加申込書等の内容、参加資格条件について審査を行い、不適切な場合は、非選定の通知を行う。  ７ 質問及び回答  (1) 受付期間 令和６年７月１８日（木）から令和６年７月２６日（金）午後５時００分まで           （ただし、土曜日、日曜日、祝日を除く午前９時から午後５時００分まで）  (2) 質問方法 別紙「質問票（様式４）」に質問内容を記入し、必ず電話にて事前連絡の上、ＦＡＸ又は電子メールにて送付すること。（審査の内容に関係しない軽易な質問内容を除き、電話又は口頭による質問は受け付けない。）  (3) 提出場所 11のとおり  (4) 質問内容に対する回答     上記受付期間内に受理した質問内容を全てまとめ、奈良県医療政策局病院マネジメ ント課のホームページ（http://www.pref.nara.jp/4182.htm）にて令和６年７月３１日（水）頃に回答を掲示します。  ８ 提案書の提出に関する事項 (1) 提出書類 提案書（様式５～８）、添付資料 



(2) 提出部数 様式５、６ 正本１部 様式７ 正本１部、副本５部 様式８ 正本１部 (3) 提出期限 令和６年８月９日（金）午後５時００分（必着） (4) 提出場所 11のとおり (5) 提出方法 持参又は郵送（書留郵便に限る。）  (6) その他 ア 提案は、各応募者１案とする。 イ 提案書類の作成に当たって使用する言語は日本語（情報通信技術として一般的に用いられる 用語を除く。)とし、通貨は日本国通貨に限る。 ウ 企画提案に要する一切の費用は、選考結果にかかわらず、応募者の負担とする。 エ 提出された提案書は返却しない。また、提出後の提案書の再提出・差替は認めない。 オ 提出されたすべての書類は、奈良県情報公開条例に基づき、情報公開の対象文書（個人情報等は非公開）となるが、提出者に無断で公開しない。 カ 提出書類に虚偽の記載をした場合は、参加資格を取り消す。  ９ 最優秀提案者の選定方式 (1) 審査基準 審査に当たっては、以下の評価項目により評価する。 評価項目 評価の視点 配 点 １ 監査方針 【提案①】 ○監査実施上、工夫すべき点について ３０ （5×6） ２ 連携・業務支援 【提案②】 ○監事及び内部検査責任者との連携のあり方、法人に対する業務支援について ２５ （5×5） ３ その他提案事項 【提案③】 〇その他、法人に対する提案事項等について（有料・無料の区分を含めて記載） １５ （5×3） ４ 監査体制・ 実施計画 〇監査チーム（監査責任者等の構成、役割）、監査実施者の経験、実績等 〇監査実施日程、監査業務に要する年間の日数及び人員 ２０ （5×4） ５ 監査報酬見積 費用 ○最も安価な見積金額を提示した提案者の見積金額を基準とする。 １０点×（もっとも安価な見積額÷当該提案者の提示する見積金額） ※小数点以下切り捨て １０ （10×1）    計  １００ (2) 審査方法 ア 上記の審査基準により企画提案審査委員会において審査を行い、１から５の評価項目を得点化した上で最も得点の高い者を最優秀提案者として決定する。   イ 提案者が１者の場合、評価基準による得点が６割以上で、かつ審査委員会の合議により認め



られた者については、当該提案者を選定の相手方候補とする。ただし、評価項目のうち全審査員の得点の平均が満点の５割未満の項目が一以上ある場合は、選任しない。なお、必要に応じて追加資料の提出を求める場合がある。   ウ 提案者が２者以上の場合、全審査委員の評価点の総計が最高得点の提案者について、当該提案者を選定の相手方候補として特定する。ただし、評価基準による評価点が６割未満、又は評価項目（「５ 監査報酬見積費用」は除く。）のうち全審査委員の評価点の平均が満点の５割未満の項目が一以上ある場合は、選定の相手方候補として特定できず、次に得点の高い者を最優秀提案者として特定する。   エ 審査の結果、最高得点者が２者以上であった場合は、評価基準のうちウエイトの高い評価項目順（１，２，３の合計→４→５）に全審査委員の評価点の合計により、審査委員会の合議により契約の相手方候補を特定する。  (3) プレゼンテーション    提案者は、審査委員会において、提案内容についてプレゼンテーションを実施すること。審査委員会の開催通知は、提案者に後日通知する。なお、応募者多数の場合は、提出があった提案書をもとに第一次審査を実施し、審査委員会へ諮る条件を絞ることがある。  (4) 審査結果の通知    審査結果は、企画提案書を受け付けたすべての事業者に対して、書面で通知する。なお、審査結果に対する異議申し立ては一切認めない。  (5) その他    必要に応じて、提案者に対してヒアリングを行うことがある。  10 契約手続   提案書に記載された条件等を基本的条件とし、法人と最優秀提案者との間で具体的条件を定め、会計監査人業務を行うこととする。  11 担当部局（参加申込書、質問書、提案書の提出先及び問い合わせ先）   奈良県福祉医療部 医療政策局 病院マネジメント課 医科大学・南和医療係（担当：中島）  〒６３０－８５０１      奈良県奈良市登大路町３０番地         電話番号 0742-27-8920（直通） ＦＡＸ 0742-22-7471         e-mail  hpmana@office.pref.nara.lg.jp  12 その他 (1)参加申込書または企画提案書が無効となる場合   ア 提出方法、提出先、提出期限が適合しないもの   イ 記載すべき事項の全部または一部について記載がないもの  ウ 記載すべき事項以外の内容が記載されているもの   エ 添付すべき事項以外の内容が添付されている場合   オ 虚偽の内容が記載されている場合  カ 審査委員会でのプレゼンテーションを実施しない場合（ただし、やむを得ない事情がある場合を除く。） 



  キ 県からのヒアリング要請に応じない場合。 (2)提案後の失格 提出書類を提出後、契約締結までの手続き期間中に提案者が失格事項に該当するに至った場合は、 以後、本件に関する手続きの参加資格を失う。また、該当する受託者として特定されている場合は、次順位の者と手続きを行う。 (3)その他  ア 本件企画提案への参加に生ずる費用は、参加者の負担とする。  イ 提出された提案書等は、審査作業に必要な範囲において複製を行う場合がある。  ウ 募集及び契約については、県の都合により中止することがある。この場合損害賠償は行わない。   エ 選定結果について選定業者、応募者数、順位及び点数を公開するものとする。また、県民等からの情報公開の請求に応じて提案書等の開示を行う場合がある。   オ 提出期限までに参加申込書及び提案書の受理数が２者に満たない場合においても、再公告の手続きを踏まずに審査作業を行う。なお、その場合は、各審査委員の総合計得点の６割以上で、かつ審査委員会の合議により認められた場合は、選定の相手方候補とする。ただし、評価項目のうち全審査委員の評価点の平均が満点の５割未満の項目が一以上ある場合は、契約の相手方としない。 カ 法第３９条に違反したときは、解任する。 


